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住宅分野の情報提供窓⼝
（国交省・住団連・全建総連）

住団連・全建総連・建材流通団体や
建築確認申請窓⼝等を通じた周知

省庁・業界団体連携による建設・住宅資材に関する情報収集・発信の強化

建設・住宅資
材メーカー
溶剤メーカー

ハウスメーカー・ビルダー

工務店・一人親方

②安定製造・供給⾒②安定製造・供給⾒
通し情報発信

（メーカー・団体）

流通事業者からの
情報収集

メーカーからの
情報収集

③当⾯の必要量に⾒合う発注の働きかけ
不急な在庫確保の抑制の働きかけ

④計画的発注の働きか
け（必要時期の明示）

住宅建材・設備需給情報連絡会議
（住宅⽣産、リフォーム、住宅建材・設備製造者等団体＋経済産業省・林野庁・国⼟交通省）

経済産業省・林野庁 国⼟交通省国交省・経産省・林野庁

ホームセンターからの発信
（通常量購⼊の協⼒、情報提供窓⼝

の周知)

①目詰まり箇所の特定・解消(川下、川上両方から確認)

建設・住宅資材の
商社・流通店
ホームセンター

情
報
収
集
等

目
詰
ま
り
対
策
等

ゼネコン・マンションデベロッパー

建設団体、住宅⽣産団体、
マンション団体からの情報収集

メ
ー
カ
ー

全建総連
地方組織

地方
経産局

卸
小売

プッシュ型の情報収集・提供

○ 建設・住宅資材に関し、関係省庁と関係団体が連携して、情報収集・共有を実施。目詰まりの解消の取組を進めるとともに、川
上・川中・川下の各主体に対して需給の正常化に向けた取組を働きかけ

○ 特に情報の届きにくい一人親方に対しては、全国建設労働組合総連合※の地方組織と地方支分部局（地方経産局、地方整
備局等）が連携し、地方ごとにプッシュ型で調達・供給状況を把握する仕組みを構築することで、一人親方への対策を強化
※ 「住」の⽣産に携わる一人親方等の建設職人を中心に作っている組合。わが国の建設産業で働く者の最大の労働組合。都道府県ごとに組織された53県連・組合の

連合体で、組織人員は約５９万人

一人親方の対策強化

② ①

地方
整備局

① 一人親方から調達実態の把握、建
材設備の供給状況等の情報提供

② 建材設備の供給状況の把握・情報
提供

⇒ 本省（国交省・経産省）における供
給状況の把握、目詰まりの特定・解消
への活用

中東情勢に関する関係閣僚会議
（第８回）（令和８年５月２１日）

国土交通省資料
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地方整備局、地方経産局、関係団体の連携イメージ （案）

地方経産局 地方整備局

全建総連、JBN、全建、全
中建等の地域組織 等

①調達状況
（ヒアリング）

②調達状況（情報提供）

供給状況（情報提供）

建材・設備メーカー
溶剤メーカー

建材流通店
（小売） 一人親方・工務店

専門工事業 等

○一人親方・工務店等について、地方整備局が全建総連都道府県支部等を通じて丁寧に各地の事業者の調達状況（塗料・シンナー、断熱材、
塩ビ管、防水関係資材、ユニットバス、接着剤などの資材・設備などを想定）を把握し、地方経産局と連携の上、目詰まり箇所の特定とその解消を図る。

一人親方・工務店等の調達状況の把握・共有【地方整備局】
 ・地方整備局が全建総連（都道府県支部）等に一人親方等による資材・設

備の調達状況をヒアリング。
 ・ヒアリング結果をとりまとめ、地方経産局（及び国交本省）に共有。
 ・地方経産局から提供された供給状況に関する情報を関係団体にフィードバック。

建材商社
（卸）

ホームセンター
（小売）

経済産業省（本省） 国⼟交通省（本省）

②調達状況
（情報提供）

②調達状況
（情報提供）

供給状況
（情報提供）

④供給状況
（情報提供）

④供給状況
（情報提供） ②調達状況

（情報提供）

③供給状況
（ヒアリング）

③供給状況
（ヒアリング）

③供給状況
（ヒアリング）

④供給状況
（情報提供）

④供給状況
（情報提供）

卸・流通事業者等による供給状況の把握・共有【地方経産局】
・地方経産局が地方整備局から提供された調達状況を踏まえ、各地域の卸・小
売事業者等に供給状況をヒアリング。（※全国区の卸・小売事業者や建設資
材・設備メーカーへのヒアリングが必要な場合には、経産本省で対応）

※ ヒアリング結果の地方整備局への共有について調整中。

連携

サポート

ヒアリング内容案（供給状況）
・当該県での仕⼊れ・出荷の状況（前年同⽉⽐の仕⼊れ・出荷量等）とその理由
・受注・納期回答の状況（受注停⽌、納期未定等）とその理由
・今後の⾒通し（仕⼊れ・出荷の⾒通し、受注・納期回答再開時期など）など

ヒアリング内容案（調達状況）
・地域の主要な卸・小売事業者からの調達の支障の有無・程度
・支障の内容（受注停⽌、納期未定、数量不⾜等）
・調達状況の変化（改善、やや改善、変化なし、やや悪化、悪化）など

必要に応じて

※詳細なヒアリング事項、
体制は経済産業省と調整中
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関係団体一覧

・全国建設労働組合総連合傘下の都道府県単位組織
（県建設労働組合連合会等）

・（一社）JBN・全国工務店協会の都道府県単位会員団体
・（一社）全国住宅産業地域活性化協議会の地方ブロック会員
・ 都道府県建設業協会
・ 全国中小建設業協会会員団体
・（一社）日本塗装工業会都道府県支部
・ その他都道府県推薦の工務店団体等
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